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原 水 費

雑 支 出

　

　 受 託 工 事 費

予 備 費

　

営 業 費 用

558,745           

総 係 費

　

69,786           

1,003,232           

420           

50           

973,905           

備　　　　　　　　考

営 業 外 費 用

そ の 他 営 業 費 用

消 費 税

1,010           

　

24,354           

　

減 価 償 却 費

　

　

　

11,040           

259,700           

資 産 減 耗 費 1,254           

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

2,000           

　

予　　    　定　    　　額

特 別 利 益

款

水道事業費用

　

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

固 定 資 産 売 却 益

支　　　出

　

43,533           

　

雑 収 益 947           

項

1,000,259           

そ の 他 営 業 収 益

収　　　入

目 予　　　　　定　　　　　額

目

479           

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

款

　

営 業 収 益

項

959,200           

10           

　

10           

受取利息及び配当金

480           

10           

41,686           

営 業 外 収 益

令 和 ７ 年 度  　牧 之 原 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

959,689           

備　　　　　　　　考

水道事業収益

収  益  的  収  入  及  び  支  出

　

　

　

12,304           

84,350           配 水 及 び 給 水 費

2,000           

20           

予 備 費

1
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2

　 企 業 債 償 還 金

　

量 水 器 費

企 業 債 償 還 金

配 水 施 設 費

長期貸付金償還金

消 火 栓 分 担 金

固定資産売却収入

123,335           

216,202           

202,395           

予　　    　定　    　　額

366,083           

款

企 業 債

0           

500           

9,756           

26,546           

7,374           

123,335           

6,433           

備　　　　　　　　考項

収　　　入

　

建 設 改 良 費

　

その他資本的支出　

　

資 本 的 収 入 82,776           

款

国 県 補 助 金

資 本 的 支 出

加 入 分 担 金

その他資本的収入

企 業 債

国 県 補 助 金

補 助 金 返 還 金

目

73,000           

10           

工 事 負 担 金

資  本  的  収  入  及  び  支  出

73,000           

10           

工 事 負 担 金

0           

備　　　　　　　　考目 予　　　    定　    　　額

固 定 資 産 売 却 収 入

長 期 貸 付 金 償 還 金

3,746           

支　　　出

　

10           

項

0           

0           

10           

他 会 計 出 資 金 3,040           

2,970           

そ の 他 負 担 金 26,046           

　

固 定 資 産 購 入 費

　

2



千円

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損益 △ 12,003

減価償却費 264,000

賞与引当金等の増減額 866

貸倒引当金の増減額 △ 1,900

長期前受金戻入 △ 44,239

受取利息及び配当金 △ 420

支払利息 12,304

固定資産除却費 1,004

未収金の増減額 △ 1,666

未払金の増減額 0

たな卸資産の増減額 250

小計 218,196

利息及び配当金の受取額 420

利息の支払額 △ 12,304

営業活動によるキャッシュ・フロー 206,312

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 223,152

無形固定資産の取得による支出 △ 5,521

長期貸付金の償還による収入 0

一般会計からの負担金による収入 6,020

国県補助金による収入 0

加入分担金による収入 3,410

国庫補助金の返還による支出 △ 500

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 219,743

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 73,000

企業債の償還による支出 △ 123,335

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 50,335

Ⅳ　資金増加額（又は減少額） △ 63,766

Ⅴ　資金期首残高 920,460

Ⅵ　資金期末残高 856,694

　令和７年度　牧之原市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日 から 令和８年３月３１日まで）
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　１．総括

職 員 数

(人) 報 酬 給 料 職員手当 計

8（4） 3,263 40,401 29,513 73,177 12,617 85,794

7（5） 5,089 34,391 23,899 63,379 11,089 74,468

1（△1） △ 1,826 6,010 5,614 9,798 1,528 11,326

　※職員数の（ ）内は、会計年度任用職員の外数

区 分 管理職手当 扶 養 手 当
特 殊 勤 務
手 当

住 居 手 当 通 勤 手 当
時間外勤務
手 当

児 童 手 当
期 末 勤 勉
手 当

管理職員特
別勤務手当

退職手当組
合 負 担 金

本年度 873 558 576 662 2,707 120 17,880 76 6,062

前年度 873 540 486 502 2,191 120 13,952 76 5,159

比 較 18 90 160 516 3,928 903

　２．給料及び職員手当の増減額の明細

区分

給　与　費　明　細　書

職 員
手当の
内 訳

給 与 費
区 分

本 年 度

前 年 度

比　　較

共 済 費

単位：千円

職員
手当

増減事由別内訳

その他の増減分

6,010

給料

5,614

増減額

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

6,010

5,614

職員の異動等

単位：千円

説明

備　　考合 計

単位：千円

職員の異動等
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　３．給料及び職員手当の状況

　　（１）　職員１人当たり給与

40歳 3月

36歳 6月

　　（２）　初任給

高 校 卒

大 学 卒

　　（３）　級別職員数

級 職員数 (人) 構成比 (％) 級 職員数 (人) 構成比 (％)

７ 級 ４ 級

６ 級 1 12.5 ３ 級

５ 級 1 12.5 ２ 級

４ 級 2 25.0 １ 級

３ 級 2 25.0

２ 級 0 0.0

１ 級 2 25.0

計 8 100 計 0 0

７ 級 ４ 級

６ 級 1 12.5 ３ 級

５ 級 0 0.0 ２ 級

４ 級 2 25.0 １ 級

３ 級 2 25.0

２ 級 1 12.5

１ 級 2 25.0

計 8 100 計 0 0

（級別の標準的な職務内容）

区　　　分 ７    級 ６    級 ５    級 ４    級 ３    級 ２級 １級

参　　事
副 参 事
課　　長

技能労務職

令和7年1月1日現在

令和6年1月1日現在

区 分
一般行政職 技能労務職

一般行政職 部　　長 主    幹 主    査 主    事

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職区 分

令和7年1月1日現在

―

―

―

320,273平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

区 分

令和6年1月1日現在

一 般 行 政 職 (円) 技 能 労 務 職 (円)

―

―264,475

289,954

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

主    任

―

185,700

220,000

185,700 188,000

総括主幹

188,000

220,000

平 均 年 齢 （ 歳 ）

技 能 労 務 職 (円)

350,207

一 般 行 政 職 (円)

国 の 制 度

平 均 年 齢 （ 歳 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）
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　　（４）　昇給

合計 一般行政職

(Ａ) (人) 8 8

(Ｂ) (人) 8 8

２号給 (人)

４号給 (人) 8 8

６号給 (人)

８号給 (人)

(％) 100% 100%

(Ａ) (人) 8 8

(Ｂ) (人) 8 8

２号給 (人)

４号給 (人) 8 8

６号給 (人)

８号給 (人)

(％) 100% 100%

　　（５）　期末手当・勤勉手当

 職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

有

　　（６）　定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

35年勤続の者 その他の
(月分) 加算措置等

定年前早期
退職特例措置

定年前早期
退職特例措置

　　（７）　特殊勤務手当

(％)

　　（８）　その他の手当

区 分 技能労務職

本

年

度

職　　員　　数

昇給に係る職員数

号 給 数 別 内 訳

比　率　(Ｂ) ／ (Ａ)

前

年

度

職　　員　　数

昇給に係る職員数

号 給 数 別 内 訳

比　率　(Ｂ) ／ (Ａ)

区分
支給期別支給率

支給率計 備 考
６月(月分) 12月(月分) （月分）

本 年 度 2.300 2.300 4.600

前 年 度 2.250 2.250 4.500

47.709 47.709

国の制度 2.300 2.300 4.600

区分 20年勤続の者 25年勤続の者 最高限度

一般行政職区分

0.0

備 考
(月分) (月分) (月分)

支給率等 24.586875 33.27075

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709
(支給率等)

0.0

0.0

0.0

(％)

給与総額に対する比率

支給対象職員の比率
(平成 7 年 1月 1 日現在)

0.0

住 居 手 当 同じ

通 勤 手 当 同じ

代表的な特殊勤務手当の名称

全　職　種 技能労務職

扶 養 手 当 同じ

区 分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

0.0
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１ 円 円 円 円

(1)

イ 土地 0 232,024,624

ロ 建物 69,668,582

減価償却累計額 △ 30,661,214 39,007,368

ハ 構築物 12,239,579,433

減価償却累計額 △ 6,365,594,978 5,873,984,455

ニ 機械及び装置 926,162,007

減価償却累計額 △ 740,297,428 185,864,579

ホ 車両及び運搬具 13,033,316

減価償却累計額 △ 11,488,518 1,544,798

ヘ 工具器具及び備品 33,007,064

減価償却累計額 △ 30,145,371 2,861,693

ト 建設仮勘定 136,046,422

6,471,333,939

(2) 21,021,021

21,021,021

(3)

イ 長期貸付金 0

0

6,492,354,960

２

(1) 856,693,953

(2) 29,394,160

△ 912,628 28,481,532

(3) 13,768,161

898,943,646

7,391,298,606

令 和 ７ 年 度　牧 之 原 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（　令　和　８　年　３　月　３１　日　）

資  産  の  部

固  定  資  産

有 形 固 定 資 産

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

無形固定資産合計

投 資

投　 資 　合 　計

固  定  資  産  合  計

流  動  資  産

 現  金  預  金

 未    収    金

 貸 倒 引 当 金

 貯   蔵   品

流  動  資  産  合  計

　資 　　産　 　合 　　計
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４

(1) 2,023,171,223

(2) 120,666

2,023,291,889

５

(1) 101,981,548

(2) 0

(3) 6,719,000

(4) 3,618,784

　 112,319,332

６

(1) 2,339,206,917

(2) △ 1,374,759,460

964,447,457

3,100,058,678

７

(1) 3,819,454,039

3,819,454,039

８  剰  余  金

(1)

イ 受贈財産評価額 1,655,640

ロ 寄付金 0

ハ 工事負担金 153,463,177

ニ 消火栓分担金 4,450,000

ホ 加入分担金 63,474,973

ヘ 国県補助金 13,650,000

236,693,790

(2)

イ 減債積立金 0

ロ 利益積立金 14,372,120

ハ 建設改良積立金 226,223,704

ニ 災害準備積立金 6,500,000

ホ 当年度未処理欠損金 12,003,725

235,092,099

471,785,889

4,291,239,928

7,391,298,606

負  債  の  部

 固　定  負  債

 企 　業 　債

 修　繕　引　当　金

固　定　負　債　合　計

 流  動  負  債

 企　 業　 債

 未　 払 　金

 引   当   金

 預   り   金

流　動　負　債　合　計

 繰  延  収  益

 長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額

繰　延　収　益　合　計

　負 　　債　 　合　　計

資  本  の  部

 資   本   金

 自  己  資  本  金

資  本  金  合  計

 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰　余　金　合　計

　資　　本　　合　　計

　負　債　資　本　合　計
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会計処理に関する重要な事項の注記（令和７年度）

　   建物
　   構築物
　   機械及び装置
　   車輛運搬具
　   工具器具及び備品

いる。

　  １．引当金の取崩し

　当事業年度において、期末勤勉手当17,113,000円の支給にあたり、賞与引当金4,563,000円を取り崩す
予定である。

　当事業年度において、法定福利費12,617,000円の支出にあたり、法定福利費引当金862,000円を取り崩す
予定である。

　Ⅲ．セグメント情報に関する注記
　　１．報告セグメントの概要は、水道事業のみを運営しており、報告セグメントが一つのため、記載は省略した。

　　２．報告セグメントごとの営業収益等は、報告セグメントが一つのため、記載は省略した。

　Ⅳ．その他の注記
　　１．修繕引当金に関する経過措置

　　　平成26年３月31日以前において計上されている修繕引当金については、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

　Ⅰ.重要な会計方針
　  　平成26年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

　　１．たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　  貯蔵品　個別法による原価法

　　２．固定資産の減価償却の方法
　　　  有形固定資産
　　　　  ・減価償却の方法　定額法
　　　  　・主な耐用年数

　　６年～５０年
　　５年～６０年
　　６年～２０年
　　４年～　６年
　　４年～２０年

　　３．重要なリースの処理方法
　　  　   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

　　４．引当金の計上方法
　  （１）退職給付引当金
　　　　   当市は、退職手当組合に加入しており、水道事業会計は一般会計を通じて、当該組合に掛金を拠出してい
　　　  るが、一般会計との取り決めにより、水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加負担金
　　  　は全額一般会計において措置することとなっているため、水道事業会計においては退職給付引当金を計上せ
　　　 ず、 拠出時に費用処理を行っている。

　　（２）賞与引当金
　　　　 職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に
　　　属する額を計上している。

　　（３）法定福利費引当金
　　　　 職員の期末勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき、当
　　　事業年度の負担に属する額を計上している。

　　（１）賞与引当金

　　（２）法定福利費引当金

　　（４）貸倒引当金
　　　　 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒率等による回収不能見込額を計上している。

　　５．消費税及び地方消費税の会計処理
　　　  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

　Ⅱ．貸借対照表等関連
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　　　 千円 　　　　千円 　　               千円

1 　

 （１）

 （２）

 （３）

2 　

 （１）

 （２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

3 　

 （１）

（２）

（３）

 （４）

4 　

 
（１）

（２）

5

（１）

6

（１）

令 和 ６ 年 度　 牧 之 原 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

　　　　　　（ 令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 から 令 和 ７ 年 ３ 月 ３１ 日 まで ）  　　（税抜き）

営 業 収 益

給 水 収 益 884,000
受 託 工 事 収 益 9
そ の 他 営 業 収 益 614 884,623

営 業 費 用

原 水 費 506,160

配 水 及 び 給 水 費 87,491

受 託 工 事 費 19

総 係 費 62,110

減 価 償 却 費 265,200

資 産 減 耗 費 4,761

そ の 他 営 業 費 用 75 925,816

営 業 損 失 41,193

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 49

他 会 計 補 助 金 380

長 期 前 受 金 戻 入 62,444

雑 収 益 910 63,783

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費 13,586

雑 支 出 810 14,396 49,387

当 年 度 純 損 失 652

経 常 利 益 8,194

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 7,292 7,292

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 0

特 別 損 失

そ の 他 特 別 損 失 16,138 16,138 8,846
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１ 円 円 円 円

(1)

イ 土地 0 232,024,624

ロ 建物 69,668,582

減価償却累計額 △ 29,176,214 40,492,368

ハ 構築物 12,073,520,549

減価償却累計額 △ 6,126,897,626 5,946,622,923

ニ 機械及び装置 905,498,851

減価償却累計額 △ 718,303,750 187,195,101

ホ 車両及び運搬具 13,033,316

減価償却累計額 △ 11,134,729 1,898,587

ヘ 工具器具及び備品 32,680,764

減価償却累計額 △ 28,919,190 3,761,574

ト 建設仮勘定 101,191,681

6,513,186,858

(2) 15,500,021

15,500,021

(3)

イ 長期貸付金 0

0

6,528,686,879

２

(1) 920,460,211

(2) 27,727,700

△ 2,812,628 24,915,072

(3) 14,018,161

959,393,444

7,488,080,323　資 　　産　 　合　　計

 現  金  預  金

 未    収    金

 貸 倒 引 当 金

 貯   蔵   品

流  動  資  産  合  計

無 形 固 定 資 産

無形固定資産合計

投 資

投　 資 　合 　計

固  定  資  産  合  計

流  動  資  産

令 和 ６ 年 度　牧 之 原 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（　令　和　７　年　３　月　３１　日　）

資  産  の  部

固  定  資  産

有 形 固 定 資 産

有形固定資産合計
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４

(1) 2,052,353,515

(2) 120,666

2,052,474,181

５

(1) 123,134,256

(2) 0

(3) 5,852,798

(4) 3,618,784

　 132,605,838

６

(1) 2,333,316,917

(2) △ 1,330,520,266

1,002,796,651

3,187,876,670

７

(1) 3,816,414,039

3,816,414,039

８  剰  余  金

(1)

イ 受贈財産評価額 1,655,640

ロ 寄付金 0

ハ 工事負担金 153,463,177

ニ 消火栓分担金 4,450,000

ホ 加入分担金 63,474,973

ヘ 国県補助金 13,650,000

236,693,790

(2)

イ 減債積立金 0

ロ 利益積立金 14,372,120

ハ 建設改良積立金 226,223,704

ニ 災害準備積立金 6,500,000

ホ 当年度未処理欠損金 0

247,095,824

483,789,614

4,300,203,653

7,488,080,323

資 本 剰 余 金 合 計

 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰　余　金　合　計

　資　　本　　合　　計

　負　債　資　本　合　計

　負 　　債　 　合　　計

資  本  の  部

 資   本   金

 自  己  資  本  金

資  本  金  合  計

 資 本 剰 余 金

 預   り   金

流　動　負　債　合　計

 繰  延  収  益

 長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額

繰　延　収　益　合　計

 修　繕　引　当　金

固　定　負　債　合　計

 流  動  負  債

 企　 業　 債

 未　 払 　金

 引   当   金

負  債  の  部

 固　定  負  債

 企 　業 　債
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会計処理に関する重要な事項の注記（令和６年度）

　   建物
　   構築物
　   機械及び装置
　   車輛運搬具
　   工具器具及び備品

いる。

　  １．引当金の取崩し

　当事業年度において、期末勤勉手当13,952,000円の支給にあたり、賞与引当金9,067,629円を取り崩す
予定である。

　当事業年度において、法定福利費11,089,000円の支出にあたり、法定福利費引当金2,034,540円を取り崩す
予定である。

　　１．報告セグメントの概要は、水道事業のみを運営しており、報告セグメントが一つのため、記載は省略した。

　　２．報告セグメントごとの営業収益等は、報告セグメントが一つのため、記載は省略した。

　Ⅳ．その他の注記
　　１．修繕引当金に関する経過措置

　　　平成26年３月31日以前において計上されている修繕引当金については、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

　　（２）法定福利費引当金

　Ⅰ.重要な会計方針
　  　平成26年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

　　１．たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　  貯蔵品　個別法による原価法

　　２．固定資産の減価償却の方法
　　　  有形固定資産
　　　　  ・減価償却の方法　定額法
　　　  　・主な耐用年数

　　６年～５０年
　　５年～６０年
　　６年～２０年
　　４年～　６年
　　４年～２０年

　　３．重要なリースの処理方法
　　　  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

　　４．引当金の計上方法
　  （１）退職給付引当金
　　　　   当市は、退職手当組合に加入しており、水道事業会計は一般会計を通じて、当該組合に掛金を拠出してい
　　　  るが、一般会計との取り決めにより、水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加負担金
　　  　は全額一般会計において措置することとなっているため、水道事業会計においては退職給付引当金を計上せ
　　　 ず、 拠出時に費用処理を行っている。

　　（２）賞与引当金
　　　　 職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に

　Ⅱ．貸借対照表等関連

　　　属する額を計上している。

　　（３）法定福利費引当金
　　　　 職員の期末勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき、当
　　　事業年度の負担に属する額を計上している。

　　（１）賞与引当金

　　（４）貸倒引当金
　　　　 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒率等による回収不能見込額を計上している。

　　５．消費税及び地方消費税の会計処理
　　　  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。
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収　　入

1 △ 13,200 

2 0 

3 △ 140 

△ 13,340 

1 371 

2 100 

3 △ 3,029 

4 0 

△ 2,558 

1 0 

0 

（款）　１　水道事業収益 1,003,232

令和７年度  牧之原市水道事業会計当初予算実施計画説明書 

収　益　的　収　入　及　び　支　出

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

給水収益 959,200 972,400 

受託工事収益 10 10 

その他営業収益 479 619 

計 959,689 973,029 

（款）　１　水道事業収益

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

受取利息及び配当金 420 49 

他会計補助金 480 380 

長期前受金戻入 41,686 44,715 

雑  収  益 947 947 

比　　　較

計 43,533 46,091 

（款）　１　水道事業収益

固定資産売却益 10 10 

目 本年度予定額 前年度予定額

計 10 10 
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959,689 (単位:千円)

本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

1 959,200 972,400 △ 13,200 

1 10 10 0 

1 10 10 0 

2 421 561 △ 140 

3 48 48 0 

43,533

本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

1 420 49 371 

2 0 0 0 

1 480 380 100 

1 41,686 44,715 △ 3,029 

1 10 10 0 

2 937 937 0 

10

本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

1 10 10 0 

（項）　１　営業収益

水道使用料

節
説　　　　　　　　　　　明

区　　　　　分

水道料金

修繕工事収益

材料売却収益

手数料 設計・竣工検査手数料等

雑収益 施工標代等

節

（項）　２　営業外収益

説　　　　　　　　　　　明
区　　　　　分

預金利息 定期預金利息

貸付金利息

他会計補助金 児童手当繰入金

長期前受金戻入 長期前受金の戻入

不用品売却収益

その他雑収益 原子力立地給付金・コピー代等

節
説　　　　　　　　　　　明

（項）　３　特別利益

区　　　　　分

固定資産売却益
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支　　出

1,000,259

1 1,969 

  

2 △ 10,712 

   

   

   

　   

   

　   

   

　   

   

   

　   

　   

　   

　   

   

　   

　   

　   

　   

3 0 

　   

（款）　１　水道事業費用

本年度予定額 前年度予定額 比　　　較目

原　水　費 558,745 556,776 

 

   

配水及び給水費 84,350 95,062 

   

   

　   

   

　   

   

　   

   

   

　   

　   

　   

　   

   

　   

　   

　   

　   

受託工事費 20 20 
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973,905 (単位:千円)

本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

1 66 66 0 

2 受水費 558,679 556,710 1,969 362,560

196,119

1 6,967 5,686 1,281 

2 4,089 2,915 1,174 3,995

 0 94

3 1,916 1,706 210 

4 930 707 223 

5 175 143 32 

6 115 115 0 

7 50 50 0 

8 388 371 17 

9 809 809 0 

10 10 10 0 

11 3,815 3,815 0 

12 30,186 40,089 △ 9,903 

13 14 14 0 

14 600 600 0 

15 17,545 17,545 0 

16 10 10 0 

17 13,633 17,379 △ 3,746 

18 2,948 2,948 0 

19 150 150 0 

1 10 10 0 

2 10 10 0 

節
説　　　　　　　　　　　明

大井川広域水道企業団

区　　　　　分

動力費 堀之内水源電灯代

工務係職員2人分

県企業局西部事務所

手当 扶養手当、期末手当等

給料

 通勤手当

法定福利費 共済組合負担金等

賞与引当金繰入額 R8.6月分賞与分の引当

法定福利費引当金繰入額 R8.6月分賞与分の引当

旅費 普通旅費

被服費 作業服代

備消耗品費 配水管維持管理用消耗品代

燃料費 公用車ガソリン代

印刷製本費 工事用図面印刷代等

通信運搬費 配水池テレメーター通信費等

委託料
水質検査委託料、量水器取替業務委
託料等

手数料 保菌検査

賃借料 配水池・管路の敷地借地料等

修繕費 配水管・給水管　漏水･維持修理等

補償費

動力費 増圧ポンプ電気料等

路面復旧費 修繕工事の路面復旧

材料費 配水管維持管理の資材費

材料費

工事請負費

（項）　１　営業費用
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4 5,739 

　   

   

   

　   

　   

   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

5 △ 5,500 

　   

6 △ 3,507 

　   

7 △ 25 

△ 12,036 

（款）　１　水道事業費用

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

　   

総  係　費 69,786 64,047 

   

   

　   

　   

   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

減価償却費 259,700 265,200 

　   

資産減耗費 1,254 4,761 

　   

その他営業費用 50 75 

計 973,905 985,941 
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(単位:千円)

本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

1 20,306 17,685 2,621 

2 12,543 10,542 2,001 12,218

 325

3 3,263 5,089 △ 1,826 

4 6,079 5,634 445 

5 2,926 2,476 450 

6 508 443 65 

7 87 87 0 

8 100 10 90 

9 40 40 0 

10 602 597 5 

11 99 99 0 

12 1,319 1,323 △ 4 

13 1,290 1,021 269 

14 8,604 8,589 15 

15 30 30 0 

16 5,494 4,607 887 

17 4,859 4,307 552 

18 50 50 0 

19 10 10 0 

20 10 10 0 

21 347 347 0 

22 620 486 134 

23 600 565 35 

1 259,700 265,200 △ 5,500 

　

1 1,004 4,511 △ 3,507 

2 250 250 0 

1 50 75 △ 25 

　 　

説　　　　　　　　　　　明
節

区　　　　　分

業務係職員5人分（課長+職員3+会計1）

手当 扶養手当、期末手当等

 通勤手当

報酬 会計年度任用職員2人分

法定福利費 共済組合負担金等

賞与引当金繰入額 R8.6月分賞与分の引当

法定福利費引当金繰入額 R8.6月分賞与分の引当

旅費 普通旅費

報償費 審議会

被服費 作業服代

備消耗品費 事務用品・閉栓キャップ

光熱水費 事務所水道、ガス代

印刷製本費 納付書・封筒等の印刷代

通信運搬費 納付書郵送料等

委託料 検針業務委託料・職員健康診断委託料

使用料 有料道路通行料等

手数料 OA機器等の保守料及び口座振替手数料等

賃借料 水道会計システム及びＯＡ機器等の借上料等

修繕費 事務機器修理費

補償費

食糧費

会費負担金 日本水道協会会費、研修会負担金

保険料 公用車自賠責保険、水道賠償保険料等

貸倒引当金繰入額 貸倒懸念債権の引当

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

建物、構築物、機械装置等の減価償却費

固定資産除却費 量水器等の除却

たな卸資産減耗費 貯蔵品材料等の減耗

雑支出 公用車重量税等

　

（項）　１　営業費用

給料
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1 △ 1,282 

2 200 

3 △ 2,600 

△ 3,682 

   

1 0 

0 

（款）　１　水道事業費用

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

支払利息及び企業債
取扱諸費

12,304 13,586 

雑  支  出 1,010 810 

  

消  費  税 11,040 13,640 

計 24,354 28,036 

   

（款）　１　水道事業費用

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

計 2,000 2,000 

予  備  費 2,000 2,000 
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24,354 (単位:千円)

本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

1 12,304 13,586 △ 1,282 

1 10 10 0 

2 1,000 800 200 

1 11,040 13,640 △ 2,600 

　

　

2,000

本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

1 2,000 2,000 0 

  

企業債借入金支払利息
（財務省・地方公共団体金融機構）

節
説　　　　　　　　　　　明

区　　　　　分

企業債利息

不用品売却原価 　

その他の雑支出 過年度水道料金減免更正等

消費税 消費税の精算による支払

　 　

　 　

（項）　３　予　備　費

節
説　　　　　　　　　　　明

区　　　　　分

  

予備費  

（項）　２　営業外費用
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収　　入

82,776

1 33,000 

73,000 40,000 33,000 

1 △ 4,950 

0 4,950 △ 4,950 

1 0 

10 10 0 

1 0 

0 0 0 

1 △ 49,990 

10 50,000 △ 49,990 

1 △ 550 

2 △ 1,050 

3 3,040 

1,440 

他会計出資金 3,040 0 

（款）　１　資本的収入

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

計

企  業  債 73,000 40,000 

（款）　１　資本的収入

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

計

国県補助金 0 4,950 

（款）　１　資本的収入

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

計

工事負担金 10 10 

（款）　１　資本的収入

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

計

長期貸付金償還金 0 0 

（款）　１　資本的収入

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

計

固定資産売却収入 10 50,000 

（款）　１　資本的収入

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

消火栓分担金 2,970 3,520 

加入分担金 3,746 4,796 

計 9,756 8,316 

資　本　的　収　入　及　び　支　出
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73,000 (単位:千円)

本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

1 73,000 40,000 33,000 

 

0

本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

1 0 4,950 △ 4,950 

 

10

本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

1 10 10 0 

 

0

本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

1 0 0 0 

 

10

本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

1 10 50,000 △ 49,990 

 

9,756

本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

1 2,970 3,520 △ 550 

1 3,746 4,796 △ 1,050 

1 3,040 0 3,040 

　

他会計出資金 公営企業会計システム共同調達繰出金

節

（項）　１　企　業　債

  

説　　　　　　　　　　　明
区　　　　　分

老朽管布設替工事の借入

節

（項）　２　国県補助金

  

説　　　　　　　　　　　明
区　　　　　分

節

（項）　３　工事負担金

  

説　　　　　　　　　　　明
区　　　　　分

節

（項）　４　長期貸付金償還金

  

説　　　　　　　　　　　明
区　　　　　分

長期貸付金償還金

節

  

説　　　　　　　　　　　明
区　　　　　分

固定資産売却収入

節

（項）　６　その他資本的収入

説　　　　　　　　　　　明
区　　　　　分

消火栓分担金
消火栓設置に伴う危機管理課からの
繰出金（3基分）

加入分担金 給水装置の新設等分担金

　

（項）　５　固定資産売却収入

工事負担金

国県補助金

企業債
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支　　出

366,083

1 36,787 

　   

   

2 △ 1,902 

3 2,956 

37,841 

1 　 1,220 

　 1,220 

1 　 500 

2 14,719 

　 15,219 

（款）　１　資本的支出

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

配水施設費 202,395 165,608 

　   

   

量水器費 7,374 9,276 

固定資産購入費 6,433 3,477 

計 216,202 178,361 

企業債償還金 123,335 122,115 

（款）　１　資本的支出

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

計 123,335 122,115 

（款）　１　資本的支出

目 本年度予定額 前年度予定額

補助金返還金 500 0 

その他負担金 26,046 

計 26,546 

比　　　較

11,327 

11,327 
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216,202 (単位:千円)

本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

1 13,128 11,020 2,108 

2 7,175 5,790 1,385 6,932

 243

3 3,610 3,030 580 

4 1,851 1,470 381 

5 329 276 53 

6 22,330 22,291 39 

7 700 700 0 

8 10 10 0 

9 153,262 108,021 45,241 

10 0 13,000 △ 13,000 

1 7,374 9,276 △ 1,902 

1 0 1,500 △ 1,500 

2 6,433 1,977 4,456 

　

123,335

本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

1 123,335 122,115 1,220 

　  

26,546

本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

1 500 0 500 

1 26,046 11,327 14,719 

　  

節
説　　　　　　　　　　　明

区　　　　　分

給料 工務係職員3人分（職員2＋会計1）

手当 扶養手当、期末手当等

 通勤手当

法定福利費 共済組合負担金等

賞与引当金繰入額 R8.6月分賞与分の引当

老朽管布設替設計業務委託等

材料費 配水管布設等工事材料費等

法定福利費引当金繰入額 R8.6月分賞与分の引当

補償費 電柱等移転補償費

工事請負費 配水管布設替等工事費

工事負担金

量水器費 新設・交換等の量水器

車両運搬具購入費

公営企業会計システム導入・プリンタ
更新

　

節

（項）　２　企業債償還金

備品購入費

元金償還金
企業債借入金元金償還金
（財務省・地方公共団体金融機構）

　

説　　　　　　　　　　　明
区　　　　　分

R6デジタル田園都市国家構想交付金
返還金

（項）　３　その他資本的支出

（項）　１　建設改良費

補助金返還金

榛南統合負担金

委託料

　

節

その他負担金

説　　　　　　　　　　　明
区　　　　　分
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市単独事業（老朽管更新事業・更新計画に基づくもの）
(単位:千円)

番号 予 算 額

① 33,550

② 27,830

③ 19,052

④ 8,030

⑤ 20,800

市単独事業（施設更新事業）
(単位:千円)

番号 予 算 額

⑥ 14,000

市単独事業（連用管改善事業）
(単位:千円)

番号 予 算 額

⑦ 10,000

予備費
(単位:千円)

- 20,000

合計 153,262

市道細江95号線配水管布設替工事【更新計画：A84】

建　設　改　良　工　事　一　覧　表

工　　　　事　　　　名 工　事　概　要

市道大沢21号線配水管布設替工事【更新計画：A206・A207・A208・A209】
HPEφ100×250ｍ、消火栓1
基

市道静波11号線配水管布設替工事【更新計画：B79】 HPEφ75×260ｍ、消火栓2基

市道菅ヶ谷38号線他配水管布設替工事【工事負担金箇所+劣化診断該当箇所】 PPφ30～HPEφ50×230ｍ

工　　　　事　　　　名

市道須々木19号線他配水管布設替工事【更新計画：A２２４】 PPφ40×260ｍ

HPEφ100×75ｍ

工　事　概　要

ポンプ、計装設備等の更新

　予備費 緊急工事等対応

施設更新計画に基づく更新

工　　　　事　　　　名 工　事　概　要

連用管解消に伴う布設替工事
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